
／~ ～丶、

,べ 丶．

表兌 1夬

審査請求人
卜寝屋川市

同 代 理 人

=書

社援 第３ ２ ５ ２ 号

ご弁壥士 ㎜

処レ分　庁
寝屋川.市福祉事務所長

審査請求人が、平成､２３年･5 月２日付､けで提起した生活保護法に
基づく保護停止決定処分に係る審査請求について、次のとおり裁決

する。　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　ヽ

主 文

処分庁が平成２ ３１年４月１日付けで1行った生活保護法に基づく保

護停止決定処分を取り消す。　　　　　　　　　　　　　　　　≒

理

Ｉ

由



‘ 第１　 審査請求の趣旨及び理由

１

２

審査請求の趣旨

卜 本件審査請求の趣旨は、処分庁が平成2･ 3 年４月１日付けで
審査請求人（以下「請求人」という。）に対して行った生活保護法
（以下「法」という。） に基づく保一護停沚決定処分（以下「本件
停止決定」という。）の取り消しを求めるものと解夲れる。

審査請求の理由

本件審査請求の理由の要旨は、 次のとおりであ名。

（１） 請求人は、処分庁が平｡成２３年11 月２４日付けで行なった保
護停止決定（以下、「本件原決定」という。）に対し、同年
２月２８日、審査I庁ﾀに゙対し、、その取消を求めて審査請求したと
ころ、審査庁は、同年３月２５日付けにて、同決定を取り稍す
旨裁決された（社援第3  5 4  2 号、以下、、単に「裁決」とい
う。’）。その理由は。 。。「停止決定の理由が了知できる程度に明潴
に付記されているとは言えない」・というものであった。
これに対し、処分庁は、平成２ ３年４月１日付‘けにて･。改め

て停止（づ理由を付記して､？停止年月日を「平成2 3.孝 １月。２４
日Iから」として、保護’を停止する旨通知してきた。　　　　べ

（ ２ ）　 し か し な が ら､1 本 件 停 止 決 定 は √. 次 の 二ご点･ に お い て 、 効 力 を

発 し な い も の で あ る 、　　　　　　　　　　　　　　 ：　　　　　 Ｔ

ま ず 、 本 件 停 止 決 定 は 、 そ の 停 止 年 月 日 か ら し て 、 本 件 原 決
・　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　 ｌ　　　＝　　　　　　　　　　　 ■　　　・

定 に 理 由 を 付 記 し て 再 度 通 知 書 を 発 行 し た も の に す ぎ な い が 、

こ め よ う な 「 理 由 の 追 完 」 に よ り 、 一 且 、 取 り 消 さ れ て 無 効 と

な っ た 本 件 原 決 定 の 瑕 疵 が 治 癒 さ れ る こ と な ど あ り 得 な い ．

｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、　　　　　　　　¶
次 に 、 本 件 停 止 決 定 が 、 諳っ求 人 に 対 し 不 利 益 な も. の で あ る こ
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と.は明らかでありｌ そうであれば、改めて弁明の機会を付与し
な砂れぱならないことは自明のことであるのに、何ら.そのよう
な機会が付与されることはなかったからである．　　　　上

（.3）；そもそも、法第＼62 条第丿 項において、乖導・指示違反に基
づいて保護を停止しようとするに際して、保護を停止しようと
する理由を明らかにするよう求め、また、弁明･の機会を付与し
たうえでなけれぱな.らないとされるのは、保護の･要否とぼ別に
要･保護者に対し不利益な処分をするとき、直ちに要保護者の生

．レ活を奪う結果となるところから、十分に手続的な保障を行なう･
ためである/（静岡県知事･平成１ ５ 年偃月２２日付裁決）．　／
二 そうであれば、処分庁は、本件停止決定に’より、本件原決定
に重ねて、二度にわたり、請求人の権利を侵害したものであ
り、本件停止決定には明白な瑕疵がある、

（４）．よって，本件停止決定には重大な違法があるがら，直ちに取
・　り.消されるよう本審査請求に及んだ次第である，･

第一2　当庁が認定した事実及び判断

１ 当庁 が 認定 し た事 実

（１） 平成２１年６月１日付けで、処分庁は請求人に対して’、保護
を開始したこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉

（２） 平成２２年８月１３日付けで、処分庁は請求人に対して、’法
第２７条に基づき「あなたは、就労支援員の支援を受号、平
成`２１年９月より求職活働をしています。しかし、１１ヶ月･経
過し ました･が、いまだにI就労にいたっていません。平成２ ２
年８月３１日（火）までに週５日・１日７時･間程度以上の仕事
を見つけ就労開始･して下さい。’」を指示の理由及び事項とした

３



指示書を交付したこと。

（３） 平成２２年９月７日付けで√処分庁は請求人に対して、法
第６２条第４項の規一定に･より「就･労開始について、法･第２７条
に基づく指導を行ったにも関わらず（中略）、これに従わな
い」との理由を記載しだ「弁明の機会の設定について」と･題す
る通知書を交付､し、同通知によって弁明･の日時を同月２．４日
气金丿 午後４時００分に指定したこと。

（４ ） 平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 １ 日､付 け で 、 処 分 庁 は 請 求 人 に 対 し て･、 法

第 ３ ７ 条 に 基 づ き 「 ご れ ま で 再 三 に わ た り 、 求 職 活 動 を 積 極･的
Ｊ　・　　　　　　　　　　　　　　齒　　　　　　　　・に 行 い 、 自 立 に 向 け 努 力 す る･こ と を 指 示･し て き ま し た が 、･い ま｀

だ に 鰥 力 の あ と が 見 ら れ ま せ ん 。 こ の た め 、 ①｡貴 殿 の 能 力 で 可

能 な 仕 事 で 、 職 種 を 選 択 す る こ と な く 求 職 活 動 を し て 下 さ い 。`

② 就 職 面 接 に 際 し て は 、 常 識 的 な 服 装 ・ 態 度 で 臨 ん セ` 下 さ い 。

以 上 ２ 点 を 行 い 、 自 立･に 向 け 努 力 す る こ と を 指 示 し ま す 。」　 を

指 示 事 項 ・ 内 容 と し 、 履 行 期 限｡を 同 年:L2 月 ２ ０ 日 （ 月 ） と し

た 指 導 指 示耆 を 交 付し た こ と６　　　　　　　　‘　　　　” ¶　　Il　､

（､5） 平成２ ３ 年 １月１２日付けで、処分庁は請求､人に対して、法
第６２条第４項の規定により「上記（４）の指導指示書により、
自立に向け真しに求職活動を行うよう揩示したにもかかわらず、
行われなかった」との理由を記載した「弁明のI機会の設定につ
いて 」と題する通知書を交付し√同通知によって弁明の日時を
同月１９日（水）午後４時に指定したこと。　　　／　　レ

（６）Ｉ 平成｡23 年１月２４日付けで、処分庁は本件原･決定を行い、
請求人に対して、同日から保護を停止する旨を通知したこと。
なお、通知書の「４．廃止､・停止の理由」レ欄には･、「１．法
第２８条４夊は第６２条３･により停止します。」ノと記載さyれて
いたこと。
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（７） 平成２３年２月２８日付けで、請求人は審査庁に対し、上記
（６）との決定を不服とし審査請求を提起し、同年･3 月２５日付で、
審査庁は、理由不備を理由に同決･定を取り消す旨の裁決を行う
たこと。なお、同裁 決においては、手続き上の違法性をもって
保護停止処分を取り消すとしたのであり、停止の決定について
の違法性、不当性までも判断したものではないこど。 ＼

（８） 平成２３年４月１日付けで、処分庁は本件停止決定を行い、
請求人に対して、同年１月２４日から保護を停止する旨を通知
したこと。なお、通知書には、停止め理由として「平成2 ◇1∧
年９月より貴殿に対し、再三、求職活動を行うよう指導してき
ました。就労の時間に関じては、･･何年かのブランクがあるので、
週４日程度の仕事からでも良翁ので滉つけるよう、しかし、職
種や雇用条件等に関しては選り好みすることのないよう指I導レ
てきました。∇このことにもかかわらず、貴殿は職種や雇用条件
､等にこだわり‘、真摯に求職活動を行いませんでし尭。従って、
／指導・指示の不履行によるものです。」と記載゙されていたこと。

（９） 平成２４年２月１０日付けｙ，
明書（以下「弁明書」。という。）
ること。

処分庁が審査庁に提出した弁
には、以下の趣旨の記載があ

ア　平成2 ･3 年３月２５日付けの裁決書により同年1. 月2 41,日
付けの保護決定通知書1こよる停止処分が取り捐された。その
取り一消しめ理由は、生活保護停沚理由の記載が、請求者が了
鈿でき｡る･程度に明確に記‥載･されていないとい･うものであった。
しかし、法第２ ７ 条による文書指示は家庭訪問を行い、請求
人に対し説明を行っ･たうえで手渡し、弁明の機会も与える等
法第６２条第４項による所定の手続きを経て保護の停止を
行ったもので ある。理由の記載の不明確さめみを理由に保護゜

５
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決 定 処 分 が 取 り 腑 さ れ た の で 、 平 成 ２ ３ 年 ４ 月 １ 日 付 け で 、
●　　　　　　　　　　　・　　　　・　　､l　　　　　　　　　　　　　　　　　　・停 止 の 理 由 を 付･ 記 し て 請 求 人 に 同 年く卜 月 ２ ４ 日 か ら の 保 護 停

’止 の 決 定 を 通 知 し た･ 。　　　･･

イ　 法 第2 17 条 に よ 泓 文 書 に よ る 指 導 亂 示 に 従 わず 、 平 成 ２ ３

年 １ 月 ２ ４ 日 付 け･で 請 求 人 に 対 し て 生 活･保 護 の 停 止 処 分 を

行 っIた ． そ の 際 、 手 続 き 的 な 違 法 性 は な く ミ 本 人 に 対 す る 停
止 決 夐 通 知 書 の 停 止 理 由 に 「 法 第2 8, 条 ４ 又 は 第 ６ ２ 条 ３ に

よ り 停 止 し ま す 」･と 記 載 し た ． そ し て 、 理 由 が 了 知 で き る 程

度 に 明 確 に 付 記 さ れ て い な い だ め と 同 年 ３ 月2 ･5 日 付 け で 保

踵 決､定 処 分 を 取 り 消 す 旨 の 裁 決 が な さ れ た ．.･し か し 、 停 止 の

手 続 き の 際 、 弁 明 の 機 会 も･設 定 し √ そ泅 時 、 停 止 に な る 場 合

の 理 由 は 誚 求 人 に 説 明 を お こ な っ て お､り 、 通 知 書 に 不 備 は

あ っ た も の の 、･.指 導 指 示 に 従 わ な か っ た の は 、 事 実 で あ り 本
．

件 審 査 請 求 は 趨1由 が な い も の と し 、 棄 却 さ れ る ぺ き も の で あ

､る ○　・　　　　　　　” １　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●．

（１ ０ ） 平成２４年2.月１５日付けで、審査庁は請求人に対し、前
記（９）の認定事実について記載された処分庁の弁明書の副本を
送付し、これに対する反｡諞書の提出を求めたが、現在に至ざま･
で、請求人から反論書の提出はないこと。

２ 判　 断

（１匚 行政不服審査法（昭和３７年９月､15 日法律第1 61･O 号）
第４３条第１項は、裁決は、処分庁等の関係行政庁を･拘束する
と定めており、処分を取り消す裁決が為ると、処分は遡って効

万　力を失うとされている。また、同条第２･項は、申請に基づいて
した処分が手続きの違法ぎしくは不当を理由として讖泱で取り
消されたときは、処分庁は､、裁決の趣旨に従い、改めて 申請に
対する処分をしなければならないと定めている。
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（２ ） 本 件 に つ い て み る､と ヽ 前 記 第 ２ の １ の（２ ）か ら（９ ）の 認 定 事
。φ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　・

実 お･と お り 、 請 求 人 が 当 瀋 査､庁 に 対I‘じ 図 法 第 ２ ７ 条 に 基 づ く 指

導 指 示 に 関 す る 本 件 原 決 定 を 不 服 と し て 審 査 請 求 を 提 起 し 、 こ

く れ に 対 し 、 当 審 盍 庁 は 、 理 由 不 備 を 理 由 に 同 決 定 を 取 り 稍 す 裁

決 を 行 っ た こ と か ら 、 処 分 庁 は 、’停 止 理 由 を 具 体 的 に 付 記 し 、、

／停 止 年 月 日 を 本 件 原 決 定 と 同 じ 平 成 ２ ３ 年 卜 月 ２ ４ 日 か ら と す

る 本 件 停 止 決 定 を 行 い 、 請 求 人 に 通 知 し た こ と が 認 め ら れ る 。

（β ） 処 分 庁 は 、 当 審 査 庁 に お い て ． 理 由 の 記 載匐 不 明 確 さ の み を

理 由 に 保 護 決 定 処 分 を 取 り 消 す 旨 の 裁 決 が な さ れ た の で あ り 、

通 知 に 不 備 は あ っ た も の の 、 そ れ 以 外 の 、 弁 明 の 機’会 の 付 与 等

の 停 止 の 手 続 き を､行 っ て お り 、 指 導.指 示 に 従 わ な が.つ た の は 事

実 で あ り 、 本 件 請 求 は 理 由 が な い 旨 主 張 す る ． 上 記･（１ ）の と お

■　■　　丶　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　｜り レ 行 政 不 服丿審 査 法 第4 ヽ3’条 第 ２ 項 は` 、 裁 決 の 拘 束 に よ り 、 取

稍 し の 裁 決 を 鷽 け た 処 分 庁､に､処 分･の や り 直.し を 求 め る も の で あ

しり √ こ れ は 申 請 に よ る 処 分 に つ い て 規 定 さ れ た も の で あ る も の
■■　　　■』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　･･､

二の 、 不 利 益 処 分 が 取 り 稍 さ れ た 場 合 に も 、 こ の 規 定 の 趣 旨 を 準

用 し 、 処 分 庁 が な お も 同 一 内 容 の 処 分 が 必 要 で あ･る と 考 え る と

き は 、 改 め て 新 し い 処 分 と し て 手 続 き を 開 始 さ れ る こ と が 求 め

ら れ る と 解 す る こ と が 相 当 で あ る と 考 え ら れ る ． そ う す る と ’、

本 件 に お い 七 、 処 分 疔.は 、 改 め て 停 止 処 分 が 必 要 で あ る か を 検

く　　討 し 、 停 止 処 分 が 必 要 で あ れ ば 、 新 た･に 弁 明 の 機 会 の 付 与 等 必

要 な 手 続 き を 経.る べ き＼と 万こ ろ 、 本 件 原‘処 分 に お け る 手 続 き で あ

る 弁 明 の 機 会 を も っ て 、 本 件 停 止 決 定 に お け る 手 続 き に 替 え て

、 い る こ と か ら､、 本 件 停 止 決 定 に つ い て は 、 そ の 手 続 き 上 に お い

て 瑕 疵 が あ っ た と い わ ざ る を え ず 、 取 り 消 す の が 妥 当 と 判 断 ず

る ．　　　　　 ．･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．　 ＞

．以上の理由により･レ行政不服審査法第４０条第β項の規定を適用し
て主文のとおり裁決する。　　 イ　　　　　　　　　　　　　厂

７



平成２ ４ 年 ３ 月２ ９日

教

審 査庁　 大阪 府知事　 松

－ボ

こ の 裁 決 に 不 服 が あ る と ぎ は ． こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の

翌 日 か ら 起 算 し て ３ ０ 日 以 内 に 、 厚 生 労 働 大 直 に 対･ し 再 審 査 請 求 を す

る こ と が で き ま す･･（ な お 、 裁 決 か あ っ た こ と を 知 っ た 日･ の 翌 日 か ら 起

算 し て ３ ０ 日 以 内 で あ つ.て も 、 裁 決 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ！

年 を 経 過 す る と 再 審 査 請 求 を す る と と が で き な くIな り ま す ． ） ．

ま た 、 こ の 裁 決 に づ い て は 、 こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌

日 か ら’起 算 し て ６ 箇 月 以 内 に ；　こ の 裁 決 の 耋 提 と な る 決 定 を し た 市 を

Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＩＩ Ｉ　　　　　　　・　　　　　　　　　　　 ｌ被 告･ と し て （ 訴 訟 に お い て 市 を 代 表 す る 者 は 市 長 と な り ま す ． ） 決 定

■　　　　・　　　　　 ●　　　　　・
の’取 消 し の 訴 え を 、 あ る い は､ 大 阪 府 を 被 告 と し て （ 訴 訟 に お い て 大 阪

府 を 代 表 す る 者 は 大 阪 府 知 事 と な り. ま す ． ） こ の 裁 決 の 取 消 し の 訴 え

を 提 起 す 名. こ と が で き ま す （ な お 、 裁 決 が あ ＼つ た こ と を 知 っ た 日 の 翌

日､ か ら 起 算 し で ６ 箇 月 以 内 で あ っ て も 、 裁 決 が あ っ た 日 万の 翌 日 か ら 起

算 し て1, 年 を 経 過 す る と 決 定 及 ぴ 裁 決 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と

が で き な く な り ま ず ． ） ○　　　　　　　　　　　　　　　
・　　．．・　・　　．　：．　　　　　　　・
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